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2014年 3 月から毎月 11日発行 

2014.6.11 

今川 悟 

未来を考える力を 気仙沼復興レポート④ 

 鉄路復旧とＢＲＴ化  
 

 

気仙沼線 22駅のうち 9駅が全壊・流出 
 

 気仙沼線は前谷地(石巻市)と気仙沼を結ぶ73㎞のロ

ーカル線。東日本大震災の津波で海岸線の駅や橋梁が

流出するなどして、柳津(登米市)から気仙沼の 55㎞区

間は運休が続き、震災直後は代替バスや振替輸送バス

を運行し、再開した高校へ通う生徒らの通学手段を確

保した。 

23年４月１日に大船渡線の一ノ関～気仙沼間、同 29

日に気仙沼線も前谷地～柳津間で列車運行を再開した

が、被害の大きかった区間の復旧は難しく、当面はＢＲ

Ｔによって住民の足を確保することになった。 

流出・全壊した駅は陸前戸倉、志津川、歌津、陸前港、陸前小泉、小金沢、最知、松岩、南気仙沼の９駅

で、清水浜、大谷海岸も大きな被害を受けた。柳津～気仙沼間の約４割が津波被害を受け、線路の被害は約

240 か所に達し、線路や橋が流出して跡形もなくなった場所もある。松岩～最知間を走行中だった列車が津

波に流されたが、乗客と乗員は事前に避難していて全員無事だった。 

 気仙沼線の全線開通(昭和 52 年 12 月 11 日)は、着工から 38 年もかけた当時のビッグプロジェクトだっ

た。開通前に、明治と昭和の三陸地震津波、チリ地震津波に襲われた際、鉄道がないために支援が遅れたこ

ともあり、全線開通はまさしく住民の悲願だった。開通直後に成立した国鉄再建法によってローカル線の新

設がストップしたため、気仙沼線は国鉄時代に開業した最後のローカル線となった。災害時の支援物資搬送

路として期待された鉄路だったが、東日本大震災ではその役割を果たすことはできなかった。 

元新聞記者が地域の問題を分析する気仙沼復興レポート。第４弾は JR 気仙沼線に

スポットを当てる。大津波で寸断された気仙沼線は、鉄路での復旧に多額の費用と時

間がかかるため、線路跡をバスの専用道とする BRT(バス高速輸送システム)によって

仮復旧した。しかし、震災から３年３カ月が過ぎても鉄路復旧の見通しが立たずにい

る。その原因は、復旧費用だけでなく、再開しても赤字路線となる見通しを避けられ

ないからだ。同じ問題を抱える山田線(岩手県)の事例などを紹介しながら、鉄路復旧

の可能性と公共交通の在り方を探った。 

最
知
駅
周
辺
の
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気
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沼
市
Ｈ
Ｐ
よ
り) 
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鉄路再開へ長引く協議 
 

 気仙沼線の復旧へ向け、23 年７月 19 日に復興調整会議が設置された。国交省の東北運輸局鉄道部が事務

局となり、県、沿線市町、復興庁、ＪＲ東日本が事務方レベルで話し合う会議で、26年２月まで計８回開催

している。ここで各市町の復興計画を報告し、ＪＲ側から復旧の課題が説明されてきた。 

 最初は被害報告や振替バスの改善策などがテーマだったが、鉄路復旧の困難さが浮き彫りになると、ＢＲ

Ｔなどによる代替交通が大きな課題となった。23 年 12 月の第３回調整会議では、国交省が「客観的データ

に基づく」という複数の復旧

パターン(右図参照)を示し、

ＢＲＴ化を後押しする形とな

った。 

 国交省が示したのは、全線

鉄道で復旧した場合は費用や

時間がかかり、津波避難など

安全面でも課題が残るが、Ｂ

ＲＴならその問題をすべてク

リアできるという内容だっ

た、ＢＲＴの「速達性」が評

価されていたり、「快適性」が検討されていなかったりと疑問が残る調査結果ではあったものの、これをもと

にＪＲがＢＲＴによる仮復旧を沿線市町に提案した。 

 ＢＲＴはレール跡をアスファルト舗装し、バスの専用道にする公共交通システム。土台が残った線路跡は

専用道として復旧し、流出した箇所は一般道を迂回することができ、すぐに整備効果が発揮できる。何より

も、バスなら高台に避難することも容易だ。鉄道は線路がすべてつながらなければ再開できず、時間、費用、

安全性ともにＢＲＴが優れて

いることは明白だった。海岸線

で気仙沼線に並行する国道 45

号は、復旧のための工事車両で

渋滞が慢性化しており、渋滞地

域を専用道で回避でき、運行本

数は列車より多く、ルートを柔

軟に選定できるというメリッ

トもあった。 

 ＢＲＴ導入の最大の課題は、

鉄路復旧への影響だった。仮復

旧とはいえ、鉄路復旧に遅れが

出ることが心配されただけで

なく、住民がＢＲＴに慣れて鉄

道のない生活が常態化するこ

国交省による比較検討内容 

 

      比較項目 

復旧パターン 

運
行
頻
度 

速
達
性 

定
時
性 

経
済
性 

工
期 

ル
ー
ト
変
更

の
柔
軟
性 

津
波
避
難
の

容
易
性 

全線鉄道 △ ◎ ◎ △ △ △ △ 

大部分鉄道 ＋ 一部 LRT ○ ◎ ◎ △ △ △ △ 

一部鉄道 ＋ BRT ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ 

全線 BRT ◎ ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ 

         ※LRTは低床式車両による次世代型路面電車システム 

気仙沼市が鉄路復旧の「約束手形」と受け止めたＪＲの資料 
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とで、鉄路復旧の道筋が断たれる不安があったのだ。このため、気仙沼市の菅原茂市長はＪＲに対して「10

年以内に鉄路を復旧する確約がほしい」と条件を付けた。その後、「鉄道で本復旧するという明確な意思が示

された」(菅原市長)と判断し、ＢＲＴ化を受け入れることになった。その判断基準の一つとなったのが、Ｊ

Ｒが提示した資料の「安全が確保された鉄道の復旧」という記述だった。一方、ＪＲ側はマスコミに対して

「課題をすべて踏まえて最終判断したい」と慎重姿勢を崩さず、鉄路復旧を明言していない。南三陸町は柳

津～陸前戸倉までの先行復旧を要望しているが、採算性などからＪＲが難色を示している。 

 被災路線のＢＲＴ化は、気仙沼線のほか、大船渡線、山田線でもＪＲが提案。気仙沼線の後に提案された

大船渡線は、代替交通手段について沿線３市(気仙沼・陸前高田・大船渡)が協議し、要望書を添えて受け入

れた。要望書では、鉄路の早期復旧、気仙沼～陸前矢作間の先行再開などを求めた。山田線は沿線４市町(宮

古・釜石・山田・大槌)が連名で「費用と時間を鉄路復旧に集中させてほしい。仮復旧は必要ない」とＢＲＴ

化を拒み続け、ＪＲ側が 25年９月に断念している。 

 

 

 

 

気仙沼線復興調整会議の経過 

１ 23年 7月 JR が新たなまちづくりに合わせて新ルートや駅配置を検討する用意がある

ことを表明するも、「再開の時期は全く未定」という状態。鉄道に代わる公

共交通機関を検討することも説明した。 

２ 11月  東北運輸局が「復旧見通しとルート選定の年内結論は難しい」とコメント。

沿線市町が復興計画を報告するなどしたが進展はなし。 

３  

12月 

国交省から復旧パターンが示される。ＪＲが線路跡のバス専用道化による

仮復旧を提案。鉄路復旧については継続協議としたが、ＪＲ幹部は「最終形

が鉄道なのか、いつ復旧するのか言える段階ではない」と発言する。 

４ 24年 3月  ＢＲＴのルート案、イメージ映像をＪＲが提示する。最終的に鉄路で復旧す

る確約が JRから得られず、バス専用道化の結論は持ち越した。 

５  

 5月 

バス専用道化による仮復旧に沿線自治体が同意。ＪＲ幹部は「鉄道復旧は使

命であるが、お客様の安全確保が第一。ハードルは高い」と慎重発言。 

６  

12月 

既存ルートを基本に鉄路復旧を検討することを確認。堤防整備の影響や安

全面の課題を整理し、一部区間はルート見直しを協議することにした。 

７ 25年 8月 鉄路復旧に向け、ＪＲが３か所でルート変更する案を提示。避難経路の確

保、まちづくりとの調整、踏切移設、道路との交差を課題に挙げる。 

８ 26年 2月  ＪＲが一部ルートを移設した場合の鉄路復旧費用を公表。総額 700 億円の

うち原形復旧分 300億円はＪＲで負担するが、残りは公費負担を求める。 
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被災区間の７割をバス専用道に 
   

気仙沼線のＢＲＴは、階上～最知間を専用道として 4年８月 

から暫定的に運行を開始した。専用道区間は 2段階的に拡大し、 

26 年４月までに 22.7 ㎞を整備した。これで運休区間 55.3 ㎞の 41％が専用道となったが、ＪＲは 70％まで

拡大する方針を示している。専用道を鉄路に戻す場合、アスファルト舗装の上にレールを敷くという。 

バスの運行頻度は１時間に２～５本。上下線合わせて１日 60本以上運行し、主に高校生の通学手段、市民

の通院・通勤などに活用されている。気仙沼駅のプラットホームへバスで直接乗り入れるようにもなり、専

用道の拡大に伴って、渋滞回避による定時性も少しずつ改善されている。 

運行本数で比較すると、震災前の列車は上下線合わせて 23本、運行間隔も１時間に１本がやっとだった。

しかし、快速を使えば気仙沼駅から仙台駅まで約２時間で到達していた。ＢＲＴと列車を乗り継ぐと仙台ま

で約４時間かかり、バスの中にはトイレがなく、さらに渋滞で柳津到着が遅れたために、列車に乗り遅れる

というケースも出ている。気仙沼にボランティアに来た高校生たちが、ＢＲＴの遅れで列車に間に合わず、

仙台空港までタクシーで向かったということもあった。震災後は、柳津からの再開区間にも快速が走ってい

ないため、仙台まで柳津と小牛田で乗り継ぎがある。高速バスなら気仙沼～仙台は約 3時間かかる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 気仙沼～仙台への所要時間比較 (気仙沼線上り) 

 気仙沼発 柳津 小牛田 仙台着 仙台まで

の時間 

震
災
前 

鉄道(快速) ８：１８ → ９：４３ １０：１７ １１９分 

鉄道(鈍行) １１：２７ １２：５３ １３：３３着 

１３：３７発 

  

１４：２３ 

 

１７９分 

 

ＢＲＴ ＋ 鉄道 

７：３０ ９：２６着 

９：４０発 

 

１０：１６着 

１０：３８発 

 

 

１１：２４ 

 

 

２３４分 

ＢＲＴの専用道区間(26年 4月 17日～) 

バ
ス
専
用
道(

Ｊ
Ｒ
の
Ｈ
Ｐ
か
ら) 
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鉄路復旧の課題は「400億円の公費負担」 
 

 震災から３年以上経過しても鉄路復旧に手付かずなのは、費用の問題があるからだ。ＪＲは 26年２月、鉄

道を震災前の状態に戻す原形復旧にかかる費用を 300億円、まちづくりや安全確保のためのルート変更など

を行った場合の費用を 700億円とする試算を公表した。そして、原形復旧分の 300億円はＪＲで負担するが、

残りの 400億円を公費で負担するように求めた。津波被害を考えると全

区間を原形復旧する可能性はなく、実質的には「400億円を出してもら

わなければ鉄路復旧はできない」と宣言したことになる。 

 話はさかのぼるが、ＪＲが鉄路復旧の条件としていたのは、①津波か

らの安全確保②まちづくりとの整合性③割り増し分の公費負担－であ

った。安全確保については、数十年から百数十年の頻度で発生するレベ

ル１津波で線路が浸水せず、千年に一度といわれるレベル２津波から

は、乗客が確実に避難できることを求めている。まちづくりとの整合性

とは、河川堤防の整備、土地区画整理、地盤かさ上げなどに伴う影響の

ことである。河川堤防は海抜 10ｍ以上になる箇所もあり、線路の高さも

変更しなければならない。 

 この二つの条件によって、清水浜～歌津間(２㎞程度)と蔵内～陸前小

泉(２㎞程度)のトンネル付け替え、本吉～陸前階上(７～８㎞程度)のル

ート変更が必要になる。復興まちづくりに伴い、陸前戸倉、志津川で駅の移設も検討されている。水尻川、

八幡川、伊里前川、桜川、港川、津谷川、沖ノ田川、面瀬川、気仙沼大川の９河川の堤防整備による橋梁改

築も行わなければならない。こうした費用が、原形復旧した場合と比べて 400億円割り増しになるので、公

費で負担してほしいというのがＪＲの主張なのである。 

 国は、第三セクターが赤字で運営する三陸鉄道の復旧費用 110億円を実質全額支援している。しかし、黒

字企業であるＪＲ東日本への支援には否定的だ。負債

を整理して国鉄から民営化した経緯もあり、土地区画

整理など既定の復興事業と合わせてかさ上げできる部

分を除けば、400億円もの巨費を投じることは困難であ

る。阪神淡路大震災では、「補助金を受けた場合の株式

上場への影響などを考慮」して 1020億円の復旧費用を

ＪＲが全額負担した。東日本大震災で被災した仙石線

や石巻線などでも公費負担の話はない。ちなみに、国土

交通省鉄道局の 26年度予算は 1019億円である。 

 

「利用見込み」も条件に 
 

ＪＲ側も、赤字路線の復旧に多額の費用を注ぎ込むことはできずにいる。昭和 56 年に施行された国鉄再

建法では、輸送密度(１㎞当たり)が１日 4000人未満の路線を廃止し、バスなどに切り替える方針を示した。

全線開通したばかりの気仙沼線も対象になりそうだったが、平均乗車距離が 30㎞以上の場合は 1000人以上

ＪRの鉄路復旧の条件 

① 津波からの安全確保 

② まちづくりとの整合性 

③ 割り増し分の公費負担 

＋ 

再開後のコスト 

線路別の利用状況(JRまとめ) 

 

路線名 

1㎞当たりの輸送密度(人／日) 

20年度 21年度 22年度 

気仙沼線 

(柳津～気仙沼) 

９３２ ８９８ ８３９ 

大船渡線 

(気仙沼～盛) 

４８４ ４５３ ４２６ 

山田線 

(宮古～釜石) 

７２８ ７１３ ６９３ 

石巻線 

(小牛田～女川) 

１７１３ １５９６ １５０９ 
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とする特例によって廃止を免れている。しかし、震災前には 900人以下まで落ち込んでおり、震災によって

人口が減少し、駅付近にあった住宅が高台に移転する中、再開後の採算性が心配されている。「(お金の問題

がクリアできれば)鉄道に戻せる。安全な場所に線路を敷くことが前提です。時期は早ければ早いほどがい

い」(24年 12月 24日付け朝日新聞・清野智ＪＲ東日本会長インタビュー記事)とＪＲは復旧費用の公費負担

さえあれば、鉄路復旧に前向きな姿勢を見せていたが、最近は「レールを敷くとなるとコストだけでなく、

復旧後の街づくりが関係する。それに見合う利用が見込めるかどうかも考えなければならない」(26 年 5 月

21日付け河北新報・松本茂仙台支社長インタビュー)とし、再開後のコストと利用者数も心配している。 

JR 東日本が会社発足 25 周年に合わせ、24 年 10 月に発表したグループ経営構想では、地方路線について

「運営効率化に継続して取り組むとともに、利用が少なくて鉄道事業の特性が発揮できない路線は、利用実

態を十分検証した上で、鉄道以外の輸送モードの導入も含め、地域とともに交通手段の確保に努める」との

方針を示している。鉄道存続は被災地だけの問題ではないのだ。 

 

山田線の利用促進策に学ぶ 
 

 岩手県の内陸部と沿岸部を結ぶＪＲ山田線(158 ㎞)は、宮古～

釜石の 55 ㎞区間が津波被害によって運休している。全線開通は

気仙沼線より 38年早い昭和 14年で、路線への地域の思い入れは

強く、沿線市町がＢＲＴによる仮復旧を断ったため、現在もバス

による振替輸送が続いている。鉄路復旧への動きは気仙沼線より

２歩ほど進んでおり、今年１月には、ＪＲが鉄道施設を復旧した

上で三陸鉄道に譲渡・移管する提案があった。鉄路復旧の見通し

は立ったものの、今後の運行経費負担という問題が発生している。 

 山田線が安全な路線として再開するためには 210億円の費用が

必要で、ＪＲは原形復旧分の 140億円を負担する方針を示し、残

りの 70 億円は土地区

画整理などの復興交

付金事業で対応でき

る目途がついている。

運行移管が受け入れ

られれば、運行経費の赤字を補填する一時金も用意するという。

山田線は三陸鉄道の南北リアス線にはさまれており、三陸鉄道が

一体的に運行することで利用者増加が図られることを期待して

の提案だが、実質的には赤字路線からの撤退である。 

 山田線の沿線自治体は 25 年 3 月に復旧費用が示された後、鉄

路復旧を確実にするため、利用促進検討会議を同年５月に設置。

計６回の会議とアンケートなどを行い、26年 3月に報告書をまと

めた。課題は沿線人口の減少、市街地の分散化、マイレール意識

の不足などと分析し、駅周辺への駐車場整備、ポイントカード発

行などで鉄道の利用促進に努めること、サポーターズクラブ結成などの支援活動を提案している。 

ＪＲ山田線利用促進検討会議の報告 

利
用
促
進
策 

駅周辺への駐車場と駐輪場整備 

運賃の割引 

ノーマイカーデーの設定 

イベント列車の運行 

ポイントカード発行 

新駅設置 

支
援
活
動 

駅と周辺の清掃活動 

鉄道関連のグッズ企画・作成 

学校行事や子供会での列車利用 

情報誌の作成 

サポーターズクラブの結成 
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 山田線の震災前の利用者(１㎞当たりの輸送密度)は

354～472人だった。震災の影響で、何もしなければ 224～

299 人まで減るが、利用促進策によって 250～332 人にな

ることを報告している。利用促進策が成功しても利用者が

震災前より減少することを、沿線自治体が証明したことに

なったが、この結果があったからこそ、第３セクターであ

る三陸鉄道への移管という提案があり、議論が一歩進んだ

のかもしれない。 

 

「早く問題と向き合おう」 
   

気仙沼線は復旧費用の概算が示されて以来、沿線市町が国に費用負担を要望してきたが、表立った進展に

はつながっていない。住民の中には「このままＢＲＴが続くのかもしれない」という思いが高まっており、

鉄路復旧を前提にして進めている防潮堤計画(大谷や日門など)、土地区画整理事業などの復旧・復興事業に

も影響が心配され始めている。山田線のように利用促進検討会議を設置し、鉄道利用の課題や利用促進策を

早急に取りまとめ、鉄道、ＢＲＴそれぞれのメリットとデメリットを検証してほしいと思う。 

23 年 7 月に開かれた初めての調整会議で、座長を務めた東北運輸局の岸谷克己鉄道部長(当時)は「(鉄路

復旧は)10 年もかけられない。年単位になる」と早期復旧が当たり前のようにコメントした。鉄道がない生

活が長引けば、鉄道のない生活が当たり前になり、鉄

道に代わる交通手段が台頭してくることになり、そう

なれば「もはや復旧ではなく新設になってしまう」と

いう思いがあっての発言だった。その発言から３年が

過ぎ、山岸部長が言っていた「鉄道のない生活」が浸透

しつつある。ＢＲＴは運行本数が多く、ダイヤ変更に

も柔軟に対応している。大船渡線の気仙沼～鹿折唐桑

間で検討されているバス専用道化では、市役所裏に停

車駅をつくる提案もある。いずれもＢＲＴから鉄道に

戻れば失われるサービスとなる可能性が高く、鉄道が

ベストかどうかは十分に分析する必要がある。 

鉄道の最大の長所は大量輸送である。運輸政策研究所が 23年 11月に作成した「三陸地域の公共交通復興

に向けた基礎資料」によると、気仙沼線は輸送需要や鉄道分担率(通勤・通学の利用率)が小さく、鉄道以外

の公共交通システムでも対応できるという。ＪＲ北海道が開発したＤМＶは線路と道路を走行できるマイク

ロバスを導入しているほか、バスの横にガイド車両を設置して専用道を時速 100㎞で安全走行している路線

もある。鉄道は勾配 35％、曲線半径 160ｍという限界があるが、バスなら勾配 90％、曲線半径 9ｍ程度とル

ート設定の制限が大幅に緩和される。鉄道、ガイドウェイバスな

どによるＢＲＴの充実、いずれにしても、地元が積極的に動かな

ければ実現は困難だ。まずは問題に向き合い、議論の輪を広げよ

う。 

山田線の利用者数の見込み 

震災前の利用者数 354～472人 

復旧後の利用者推計 224～299人 

利用促進策の効果 250～332人 

※１㎞当たりの平均輸送密度 

ガイドウェイバスを導入した志段味線(名古屋) 

気仙沼復興レポートのバックナンバーは

今川悟ホームページで公開中です。 

https://imakawa.net 


